
《講師派遣による「社内研修」も承っております。お気軽にお問い合せ下さい。》

講義項目

日　時

NHK名古屋放送センタービル内教室会　場

講　師 吉 野  縫 子 氏税理士

●施設長・事務長・経理部門の方
●地方公共団体 / 福祉課の方

対　象

社会福祉法人会計の基本実務
平成30年 11 月 15 日（木）13：00 〜 17：00
　　　　　 11 月 16 日（金）10：00 〜 16：00

計 9 時間（2 日間）

社会福祉法人向けセミナー（名古屋開催）

社会福祉法人会計について、分かりやすく解説いたします。セ ミ ナ ー の
ポ イ ン ト

【１】社会福祉法人における
経理業務と会計処理

Ⅰ．会計システム
１．帳簿組織
２．簿記の一巡
３．仕訳のルール
４．計算書類の役割
５．具体的な仕訳例
６．勘定科目の説明

Ⅱ．注意すべき会計処理
１．減価償却費
２．国庫補助金等特別積立金
３．借入金元金償還補助金に関する
　　国庫補助金等特別積立金の計算
４.　基本金
５．固定資産受贈時の仕訳
６．固定資産を法人内部で移管した場合
　　の仕訳
７．退職共済制度
８．引当金
９．金融商品の時価会計
１０．１年基準（ワン・イヤー・ルール）
１１．リース会計
１２．減損会計
１３．積立金・積立資産の計上
１４．税効果会計

【２】チェックリストを使った月次経理業務
１．チェックリスト
２．未収金管理の方法
３．仮払金の処理の仕方
４．現金実査表の作成

【３】新会計基準の要点と計算書類の見方
Ⅰ．新会計基準の概要と基本的な考え方

Ⅱ．拠点区分とサービス区分の設定

Ⅲ．計算書類の1～4様式と
　　　　　　　　附属明細書別紙3⑩⑪

１．省略できる計算書類
２．作成すべき計算書類　演習

Ⅳ．計算書類の見方
１．計算書類の相互の関係
２．計算書類と附属明細書の関係
３．注記

【４】社会福祉法人の税務
Ⅰ．法人税

Ⅱ．消費税

Ⅲ．寄付に関わる税務

Ⅳ．不動産の売買に係る税務

主催：

◆講師著書『社会福祉法人会計の基礎と実践』を進呈いたします◆電卓を必ずお持ちください



　 　

吉 野  縫 子 氏税理士厚生労働省による通知として新たな『社会福祉法人会計基準』が制定され、平成 27 年度からすべて
の社会福祉法人に適用されることとなりました。これまで社会福祉法人の会計処理の取扱いについては、
福祉事業の種別に応じた様々な会計処理方法が定められていましたが、今回の『社会福祉法人会計基準』
は、すべての社会福祉法人に統一的に適用される新しい会計基準として示されたものです。

社会福祉法人会計については、今回の『新会計基準』においても、その基礎になる簿記の考え方は一
般の企業会計とは異なり、独自の「社会福祉法人会計簿記」となっております。この「社会福祉法人会
計簿記」の理解なくしては、社会福祉法人に特有の仕訳を正確に行うことは難しく、財務諸表の数値の
意味する内容を把握することも困難なのです。

そこで今回、演習を通して「社会福祉法人会計簿記」の基礎を習得し、『新会計基準』に則して社会
福祉会計の理解を深めることをめざす標記講座を開催致します。時節柄ご多忙の折とは存じますが、ぜ
ひこの機会に関係者多数のご参加をおすすめ申しあげます。

ご参加のおすすめ

1974 年 愛知県生まれ。1997 年 名古屋大学法学部法律学科卒業。
2000 年 税理士試験合格（法人税・所得税・相続税・簿記論・財務
諸表論）
2001 年 税理士登録（名古屋税理士会所属）
1997 年より田中会計事務所勤務
著書に、「社会福祉法人新会計基準― 新会計基準の要点と移行の実
務」（田中育雄・吉野縫子共著）「社会福祉法人新会計基準 ― 就労支
援施設での方法と実践」（田中育雄・吉野縫子共著）「第 3 版よくわ
かる社会福祉法人の決算実務」（総合福祉研究会会員共著）他

講師紹介

「社会福祉法人会計の基本実務」参加申込書
H30/11.15・16

こちらの面をそのまま FAX して下さい。

平成　　　年      月        日
60011583

日　　時	：平成 30 年 11 月 15 日（木）13：00 〜 17：00                                                                      
　　　　　　　　　　　 11 月 16 日（金）10：00 〜 16：00                                                                      

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    計 9 時間（2 日間）

会　　場	：  NHK名古屋放送センタービル内教室
　　　　　   名古屋市東区東桜１- １３- ３NHK 名古屋放送センタービル ※右図参照

  ：一般社団法人 日本経営協会 中部本部 企画研修グループ　（担当 / 江尻・里見）
     〒 461 − 0005 名古屋市東区東桜 1 − 13 − 3 NHK 名古屋放送センタービル 10F 　TEL（052）957 − 4172（ダイヤルイン）

                                                                                                        FAX （052）952 − 7418

お問合せ 
　　　　

先お申込み

日本経営協会・中部ホームページ http://noma-chubu.jp/	     
　※お電話の問い合せ（駐車場含む）は、平日の９：15 〜 17：15 にお願いします。

下記の参加申込書に必要事項をご記入の上、FAX等
で下記へお申込み下さい。
折り返し、参加券と振込口座を記載した請求書を
ご派遣責任者までお送り致します。
● 参加料（負担金）は、銀行振込にて開催 3 営業日前までにお納めください。（経理処理の都合で遅れる場合は、事前にご連絡下さい。）
● 開催 3 日前までに参加券が届かない場合は、恐れ入りますがお電話にてご確認ください。
● 参加のお取り消しにつきましては、必ずご連絡ください。参加者のご都合が悪くなった場合は、
　代理の方にご出席いただきますようお願い致します。
● 領収書は「振込金受領書」をもってかえさせていただきますのでご了承ください。

申込方法 ：

※参加料には、テキスト・資料代が含まれています
※当セミナーでは、講師著書の書籍を進呈いたします

参 加 料 ：
（1名につき）

参 加 料 消 費 税 等 合 計
日本経営協会
　会　員　 40,000円 3,200円 43,200円

一　　般 46,000円 3,680円 49,680円

        　　　　　　  開催日の3営業日前からは受講料の30％、開催当日は100％をキャンセル料として申し受けます。
        　　　　　　    なお、当日まで連絡なくご欠席の場合も、100％のキャンセル料となりますので、予めご了承ください。キャンセルについて


